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政策提言の要旨

漁業者の減少や高齢化が進む中、漁業生産額を維持していくためには、ＡＩやＩｏＴなど

のデジタル技術を活用した操業の効率化や産地市場のＩｏＴ化など、漁業現場の生産性の向

上や適切な資源管理を進めることが必要と考えます。

そのため、本県では、漁場予測システムの開発や産地市場への自動計量システムの導入な

ど、生産から流通、販売までの各段階においてデジタル化を推進しているところです。

こうした取組が円滑に進むよう、必要かつ十分な予算を確保するとともに、地域との連携

・協力を深め、水産業のスマート化を一段と加速することを提言します。

【政策提言の具体的内容】

１ 漁場予測システムの開発による操業の効率化や産地市場への自動計量システムの導

入による水揚げ情報の迅速な把握など、高度なデジタル技術を活用した地域の取組が

円滑に進むよう、国として水産業のスマート化に関連する予算を十分に確保すること

を提言します。

２ 水産業のスマート化を加速するため、国の試験・研究で得られた技術や知見を地方

とも共有し、普及を図るなど、国と地域との連携・協力を一段と深めるよう提言しま

す。

【政策提言の理由】

・ 漁業者の減少や高齢化に加え、漁業生産量の減少が進む中、漁業生産額を維持してい

くためには、適切な資源管理を進めるとともに、ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活

用し、漁業現場の課題解決や生産性の向上を図るスマート水産業の推進が必要です。

・ そのため、本県では、土佐黒潮牧場の高機能化をはじめ、漁場予測システムの開発、

産地市場における作業の効率化、水揚げ情報の迅速な把握のための自動計量システムの

導入など、生産から流通、販売までの各段階においてデジタル化を進める「高知マリン

イノベーション」を推進しています。

・ さらにこの取組を加速するため、本年２月に、大学や国の研究機関などの有識者で構

成する「高知マリンイノベーション運営協議会」を設置し、既存プロジェクトの高度化

や新たなプロジェクトの創出を図ることとしています。

・ 具体的には、ＡＩなどの高度なデジタル技術を活用した漁場予測システムの開発をは

じめ、海洋観測データや水揚げデータなどを一元的に管理するデータベースの構築など

により、効率的な漁業生産体制への転換を進めることとしています。加えて、操業や水

揚げ情報を迅速に収集する仕組みを構築することにより、資源評価の高度化にもつなが

るものと考えます。

・ こうした本県の取組は、国が進めるスマート水産業の推進とも方向性を一つにするも

のです。本年度からは、資源・漁獲情報ネットワーク構築事業を活用させていただいて

おりますが、引き続き、地域と国が連携・協力して取組を進めることで、水産業のスマ

ート化はさらに加速するものと考えます。


